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はじめに 
 
2006 年 7 月 8 日、専修大学神田校舎 1号館 301 号教室に置いて「憲法改正国民投票法案の検
討」をテーマに、社会科学研究所定例研究会が開催された。司会は古川純所員（専修大学法学
部教授）が担当し、与党案について飯島滋明氏（専修大学講師）が、民主党案については内藤
が報告を行った。この定例研究会は、「けんぽう市民フォーラム」との共催で、公開シンポジウ
ムの形式で行われ、所員・学生・市民など約 70 名ほどの参加者をえることができた。本誌に収
録された飯島論文は、同氏の報告をまとめたものである。 
 
１．憲法改正国民投票法制定をめぐるこれまでの動き 
 
政治過程における憲法改正国民投票法制定の議論は、ほとんど憲法論的議論の対象とされる
ことなく、一貫して憲法改正へのプロセスとして位置づけられてきている。 
2000 年 5 月国会法の改正により衆参両議院にそれぞれ憲法調査会が設置され、翌 2001 年 11
月には、超党派の改憲派議員からなる「憲法調査推進議員連盟（改憲議連）」（1997 年発足、参
加議員 247 名）が、「日本国憲法改正国民投票法案」（いわゆる「議連案」）を発表している。こ
の「議連案」は、2002 年 12 月に、連立与党である自公両党が合意した「改憲国民投票法案骨
子（法案骨子）」に引き継がれた。 
他方、民主党も、与党の「法案骨子」に対抗し、2005 年 10 月に「憲法改正国民投票法制大
綱」を公表した。これは「憲法改正案の発議に係る議事手続に関する法律案（国会法の一部を
改正する法律案等）大綱」と「憲法改正及び国政問題に係る国民投票法案大綱」からなってい
る。すなわち、国会による憲法改正の発議手続法案と国民投票法案（民主党の場合、「憲法改正
国民投票制度」と「国政問題国民投票制度」を一体化している）の 2 つの法案からなるもので
ある。 
そして 2006 年 4 月 18 日に、与党は、憲法改正のための与党協議会を開催し、「日本国憲法の
改正手続に関する法律案（仮称）・骨子素案」について合意をし、民主党案とすり合わせを図り、
国会に上程後、成立を目指すとしていた。ところが、5月 16 日の段階で、民主党は与党案と相
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違点が残っている以上与党との共同提案は不可能であり、与党のみで法案を国会提出する場合、
単独で民主党案を提出するとした。 
これを受けて自公両党は、5月 19 日、「国民投票法等に関する与党協議会」において、「日本
国憲法の改正手続に関する法律案・大綱（案）」を了承し、早急に法案作成・与党単独提出を行
うとした。そして 5 月 26 日、与党は「日本国憲法の改正手続に関する法律案」、民主党は「日
本国憲法の改正及び国政における重要な問題に係わる案件の発議手続及び国民投票に関する法
律案」を、それぞれ衆議院に提出したが、国会の会期切れにともない継続審議となった。 
2006 年 9 月に安倍晋三氏が自民党総裁選挙に勝利し、首相の座について以来、憲法改正への
動きが急に展開しそうな様相となってきた。安倍氏は、総裁選挙の中で、憲法改正を 5 年以内
に行うことを言明したからである。 
安倍政権の発足により、憲法改正に向けての国民投票法案の早期成立が政治日程に上ること
が現実的可能性を帯びてきたといえる。 
 
２．憲法改正国民投票法制定の意味と効果 
 
憲法改正国民投票法制定の是非を論ずるにあたり重要な視点は、現実の政治状況の中で、こ
の法律が制定されることの意味と効果を検討することである。 
憲法改正国民投票法制定の問題点は、その制定によるもたらされる効果が、改憲に向けての
大きなステップとなる点であり、改憲に向けての大きな足固めになる点である。 
第 1 に、改憲へ向けての世論誘導の問題である。国民投票制度は、直接民主制のイメージと
結びつき、一般的には国民に好意的に受け取られがちである。受け入れやすいし、国会が憲法
改正案も提案していない段階で、「憲法改正国民投票法」が制定され、いつでも憲法改正が可能
な状況を作り出すことにより、改憲への世論を高める効果を呼ぶことになる。 
第 2 に、憲法改正の国会の発議については、両院議院の総議員 3 分の 2 という大きなハード
ルがあるが、少なくとも憲法 9 条を中心とする平和主義の改正をめざす自民党にとっては、国
会での 3 分の 2 以上の議員を擁する「改憲連合」が必要となる。国会での圧倒的多数による国
民投票法の制定は、そうした改憲に向けての大きなステップとなる。 
第 3に、「改憲しやすい憲法改正国民投票法」を制定することである。与党と民主党はそれぞ
れ新憲法草案・改憲構想を公表しており、国会の構成は改憲派議員が過半数を超えていること
は明らかであることから、国会での多数派である憲法改正賛成派が「憲法改正をやり易くする
憲法改正国民投票法」を作るであろうことは目に見えている。この「憲法改正をやり易くする」
とは、国会での多数派である憲法改正賛成派が、国民レベルでは多数派であるかもしれない憲
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法改正反対派の意見を封じ込める仕組みを持つ憲法改正国民投票法が制定されることになろう。 
 
３．与党案・民主党案の特色 
 
2001 年の「議連案」、それを引き継いだ与党の 2002 年「骨子案」では、国民投票運動（国民
投票に関し憲法改正に対し賛成又は反対の投票をさせる目的をもってする運動）に対して、特
定の人やマスコミに対する厳しい運動規制を課していた。特定の人については、公務員・教師
の地位を利用しての投票運動の禁止、組織的な国民投票運動や国民の投票行動に重大な影響を
及ぼすおそれのある外国人の投票運動の禁止、特定の刑罰により禁錮以上の刑に処せられ選挙
権及び被選挙権を有しない者の運動の禁止が定められていた。またマスコミについては、公職
選挙法の規制にならい、国民投票運動の結果に影響を及ぼす目的をもって新聞紙又は雑誌に対
する編集その他の経営上の特殊の地位利用による報道活動の禁止、国民投票の予想報道の禁止、
放送の虚偽報道の禁止などが定められていた。 
しかし、国会提出の与党案では、公務員や教師の地位利用による運動の禁止を除いては、マ
スコミに対する規制についても原則自由とされるに至った。これは、民主党案がメディアの報
道は原則自由であるとしていることに配慮したものとみられる。 
与党案と民主党案とは、自民党の細田博之・国会対策委員長が「与党案と民主党案は九七％
同じ」であると語っているように（東京新聞 2006 年年 5月 27 日付）、その違いは決定的に大き
なものではないといえる。したがって、与党案と民主党案は、憲法改正国民投票法案に限れば、
妥協の余地は充分あるといえよう。 
与党案と民主党案の憲法論的検討は、飯島滋明氏の詳細な論文に譲りたい。次頁以下で、両
法案の共通点と相違点を表にしてまとめておく∗。 
 
                                 
∗  筆者の与党案と民主党案の批判的考察については、「『憲法改正国民投票法案』の批判的考察」法と民主
主義 2006 年 6 月号（通巻 409 号）所収、「憲法改正国民投票法案 与党案と民主党案」季刊・現代の理
論 2006 年秋号（Vol.9）所収を参照されたい。 
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表１．与党案・民主党案の共通点 
①投票期日 国民投票は、国会が憲法改正を発議した日から60日以後180
日以内において、国会の議決した期日に行う。 
②投票用紙 憲法改正案ごとに 1人 1票。 
③憲法改正案広報協議会の設
置 
委員は、各会派の所属する議員数の比率により、各会派に割
り当てて選任する。 
④国民投票運動規制の適用上
の注意 
規制と罰則規定の適用に当たっては表現の自由、学問の自
由、政治活動の自由など日本国憲法の保障する国民の自由と
権利を不当に侵害しないように留意しなければならない。 
⑤広告放送の制限 
 
何人も投票日一週間前からテレビやラジオを使用し、投票運
動のための広告放送をし、又はさせることはできない。 
⑥政党等による意見広告の無
料化 
 
政党等は、テレビ放送・ラジオ放送による広告については、
両議院の議長が協議して定めるところにより、日本放送協会
及び一般放送事業者のテレビ放送・ラジオ放送の設備によ
り、憲法改正案に対する意見を無料で放送することができ
る。また新聞広告も、無料とする。 
⑦憲法改正案の発議 
 （国会法の改正による） 
・賛成者の員数要件 
議員提案の場合には衆院では 100 人以上、参院では 50 人
以上の議員の賛成が必要。（憲法審査会で採択された請願
は、同会提出の改正案として提出するよう運用することを
検討する） 
・発議の方式（内容関連区分方式） 
憲法改正案の発議は、内容において関連する事項ごとに区
分して行う。 
⑧国民投票無効訴訟 ・国民投票に関して異議がある投票人は、告示の日から 30
日以内に東京高等裁判所に訴訟を提起できる。 
・裁判所は、以下の場合、国民投票の全部又は一部の無効を
判決する。 
１）国民投票の管理執行に当たる機関（ただし、憲法改正
案広報協議会」は除く）が国民投票の管理執行につき
遵守すべき手続に関する規定に違反した合 
２）多数の投票人が一般にその自由な判断による投票を
妨げられたといえる重大な違反があった場合 
３）憲法改正案に対する賛成の投票の数又は反対の投票
の数の確定に関する判断に誤りがあったなどの事実
があり、憲法改正案国民投票の結果に異動を及ぼすお
それがある場合 
・憲法改正案国民投票の全部又は一部が無効となった場合、
再度国民投票が行われる。 
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表２．与党案・民主党案の相違点 
 与党案 民主党案 
対  象 
 
憲法改正案 
 
憲法改正案 
諮問的国政問題 
投票権者 日本国民で年齢満 20 歳 日本国民で年齢満 18 歳以上の者 
（国会の議決により 16 歳以上の者 
とすることができる。） 
投票方式 
と国民の承認 
の要件 
改正案に賛成の場合は「○」
反対には「×」の記号をつけ、
白票は無効票とし、賛成票が
「有効投票数の 2分の 1」を
超えたとき承認ありとする。
（最低投票率制度は導入し
ない。） 
賛成の場合には「○」、反対の場合 
何も記入しない。賛成票が「投票総数の 2
分の 1」を超えたとき承認ありとする。（最
低投票率制度は導入しない。） 
国民投票運動
の禁止 
①選挙管理委員会の委員・職
員、憲法改正広報協議会事
務局の職員、裁判官、検察
官、公安委員会委員、警察
官は、在職中運動禁止。 
②公務員の地位利用による
運動の禁止 
③教育者の地位利用による
運動の禁止 
投票事務関係者は、在職中に関係区域内で
の運動禁止。 
 
 
